様式第10号(第7条関係)

開発行為に関する協定書

　鳩山町(以下「甲」という。)と事業者　　　　　　　　　　(以下乙という。)は、乙が行う鳩山町都市計画法に基づく協議に関する要綱(以下「要綱」という。)第7条の規定により協議が終了したので、協定を締結する。

(事業内容)

第1条　この協定の対象とする開発行為は、次のものとする。

　　　 開発行為の場所　　　　鳩山町

　　　 開発行為の面積　　　　　　　　　　㎡
　　　 予定建築物等の用途　　
(要綱の遵守)

第2条　乙は、前条に掲げる開発行為の施行に関して、要綱を遵守するものとする。
(損害補償)

第3条　乙は、開発行為の施行中における乙の責めに帰すべき理由により、公共施設又は第三者等に損害を与えたときは、甲に報告し、遅滞なく復旧又は補償にあたるものとする。

(契約不適合責任)

第4条　甲は、乙によって新たに設置される公共・公益施設が契約に適合しないものであると認めたときは、乙に対して相当の期間を定めてその契約不適合部分の履行の追完を請求し、又は履行の追完に代え若しくは履行の追完とともに損害の賠償を請求できるものとする。
2　前項の規定による契約不適合部分の履行の追完又は損害賠償の請求は、管理の引継ぎを受けた日から2年以内に行うものとものとする。ただし、その契約不適合部分が乙の故意又は重大な過失により生じた場合は、10年以内とする。
(その他)

第5条　この協定に定めのない事項又は疑義が生じた場合は、甲乙が協議して決定するものとする。
　この協定の成立を証するため、本協定書を2通作成し、当事者記名押印の上、各自1通を保有する。

　　　　　　年　　月　　日

埼玉県比企郡鳩山町大字大豆戸184番地16

甲　　鳩山町 　　　　　　　　　　　　　　　

鳩山町長 　　　　　　　　　　　　　　

乙 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（実印）

